
２０２５年６月２４日（火）

営業秘密に関する支援状況（INPIT）

第１１回営業秘密官民フォーラム

・電 話： 03-3581-1101 内線3823 
・メール： ip-sr01@inpit.go.jp
・INPIT（独立行政法人 工業所有権情報･研修館）「営業秘密支援窓口」

https://www.inpit.go.jp/katsuyo/tradesecret/madoguchi.html

INPIT 営業秘密

問合せ先

【公表予定】
資 料 ６



■ INPITの営業秘密支援窓口及び関西知財戦略支援専門窓口は、47都道府県に設置されたINPIT
知財総合支援窓口と連携し、中小企業等に対して営業秘密管理体制の構築等を支援。

INPITでは、営業秘密管理を段階的に達成できるよう、およそ半年から１年かけて支援を実施。
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INPITの営業秘密支援

営業秘密管理を進めるための７つのステップ

● 取引先との共同研究開発の内容や、顧客情報等の秘密情報について、適切な営業秘密管理
体制を構築したい。

●「職人技」というべき研削技術でしか実現できない自社の超精密機械加工技術を守るため、
この特異な技術ノウハウを営業秘密として管理したい。

● 工場見学の受け入れが増える中、秘密情報の流出を防ぐため、適切な見学ルートの設定や
秘密保持誓約書など、体制を整備したい。

相談例



営業秘密支援窓口及び関西知財戦略支援専門窓口における営業秘密支援件数

2021年度：合計800回
2022年度：合計910回
2023年度：合計966回
2024年度：合計713回

相談・支援実績① ～相談支援件数～
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営業秘密管理
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【属性】

【業種】 【相談内容】※重複あり

【従業員数】

相談・支援実績② ～2024年度相談支援 内訳分析～

営業秘密支援窓口及び関西知財戦略支援専門窓口における営業秘密支援内訳分析（2024年度）



■ 2025年3月、INPITのeラーニングサイトIP ePlat上に、動画「INPITの営業秘密管理支援
＜実践編＞支援のポイントと留意点・支援事例のご紹介」を新たに公開。（視聴無料）

● INPITの長年の営業秘密支援活動の中で得られた支援
 ノウハウや留意点・支援事例等を紹介する、“実践”
 解説動画。

セミナー講演・営業秘密PR動画

■ 2024年度は、営業秘密支援窓口及び関西知財戦略支援専門窓口にて、セミナー等における営業
秘密管理をテーマとした講演を計３５回実施。
✓ 中央省庁・地方自治体・産業支援機関等と連携した主催・共催回数    7回
✓ 全国各地のセミナー・シンポジウム・研究会等に対する講師派遣回数 28回

●「中⼩企業が今すぐ取り組める営業秘密管理⼊⾨」
●「企業における情報流出の実態から見える営業秘密管理の課題と対策」
●「大学における技術流出防止と体制整備・運用について」

講演タイトル例

■ 2025年3月には、警察庁の協力の下、 IPA（情報処理推進機
構）と共催で、『技術・情報流出防止セミナー ～事例から学
ぶ 中小企業における営業秘密管理とサイバーセキュリティ対
策の実践～』を全国向けにオンライン開催。
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